
発議第 ７ 号 

 

消費税の１０％への増税中止を求める意見書 

 

 地方自治法第９９条及び松伏町議会会議規則第１４条の規定により、別紙のとおり

提出する。 
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消費税の１０％への増税中止を求める意見書 

 

 安倍政権は、２０１７年４月からの消費税１０％への引き上げを決め、「景気条項」まで

削除し、国民の暮らしがどうであろうと１０％への増税を強行しようとしています。いま国

民は、消費税の８％への増税によって、家計は節約を余儀なくされ、消費の落ち込みで、経

済も低迷しています。格差と貧困の広がりも深刻です。直近の新聞世論調査でも消費税の１

０％への増税に６０％の人が「反対」と答え、「消費税の増税などとんでもない」というの

が多くの国民の声です。 

 安倍政権は「消費税は社会保障のため」と国民を欺く一方で、医療、介護、年金は負担増

と切り捨ての制度改悪を行ってきました。また、戦争する国づくりをすすめる安倍政権は、

防衛費を史上最高に増やしています。 

 消費税は、応能負担原則に反し、逆進性の高い税制です。所得や資産の能力に応じた負担

を実現する税制改革こそが必要です。また国民の消費購買力を高め、地域の経済を活性化さ

せ、内需主導に転換する経済政策をすすめれば、消費税を増税する必要はありません。 

 よって本議会は、政府に対し消費税の１０％への増税を中止するよう、強く求めるもので

す。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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